
 

 

 

 

 

 

 

2025 年７月４日 

 

「お客さま本位の業務運営方針」に基づく取り組み状況について 

（2025 年度版） 

 

大同火災海上保険株式会社（社長：松川 貢大）（以下、当社）は、「お客さま本位の業務運営方針」に基づく

取り組み状況について（2025 年度版）を策定しましたのでお知らせいたします。 

 

当社は 2017 年 3 月に金融庁が策定した「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択し、2017 年 10 月に「お客

さま本位の業務運営方針」（以下、当社方針）を定めるとともに、当社方針に対応した「お客さま本位の業務運営方針

に基づく取組状況」を公表しています。 

 

 当社は、「お客さま視点による業務運営」を実現し、沖縄に根差した損害保険会社として"日本一あんしん・あんぜんな

沖縄県"の実現に貢献し、お客さまから絶対的な支持・信頼を得られる会社に向けて、コンプライアンスを経営上の重要課

題と位置づけ、あらゆる事業活動の局面において、コンプライアンスの徹底を最優先し、公平かつ公正な事業運営に努め

てまいりました。 

当社は、当社方針のもと、お客さま本位の業務運営の実現に向け、各方針に基づく取組状況を確認し、改善を図ると

ともに、取組状況を定期的に公表し、お客さまから支持・信頼され、沖縄とともに成長し続ける企業をめざしてまいります。 

 

   

 当社は地方に在立基盤を有し、「この島の損保。」として地域社会の皆様よりお力添えいただき損害保険事業を営んでいます。

少しでも地域社会の発展に寄与したいとの思いから毎年社会貢献活動に取り組んでいます。また、当社のあらゆる事業活動を通

して、社会価値を共創し、持続可能な社会づくり（SDGs の達成）に貢献してまいります。 

2022 年度からは全社的なサステナビリティ推進を担う「事業戦略・サステナビリティ推進室」を新たに設置しており、これまで以上に

当社の事業活動を通した社会価値の共創と持続可能な社会づくり（SDGs の達成）に貢献しております。 
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「お客さま本位の業務運営方針」に基づく取り組み状況について 

（202５年度版） 

 

方針１ お客さまの声を経営に活かしていくための取り組み P2 

方針２ お客さまのニーズに対応した商品・サービスの提供 P8 

方針３ 保険募集におけるお客さまへの適切な商品・サービスの提供 P14 

方針４ 保険金のお支払業務(損害サービス)の品質向上 P17 

方針５ 利益相反の適切な管理 P19 

方針６ お客さま本位の業務運営の浸透に向けた取り組み P21 

 

 

【ご参考】 

金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」と当社「お客さま本位の業務運営方針」との関係 

当社は金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」（以下「原則」）を採択し、「お客さま本位の

業務運営方針」（以下「方針」）を公表しております。原則と方針の関係は以下の通りです。 

金融庁 対応する方針 

原則 2．顧客の最善の利益の追求 方針 1．方針 6． 

原則 3．利益相反の適切な管理 方針 5． 

原則 5．重要な情報の分かりやすい提供 方針 3．方針 4． 

原則 6．顧客にふさわしいサービスの提供 方針 2．方針 3． 

原則 7．従業員に対する適切な動機づけの枠組み等 方針 6． 

※原則 4、原則 5（注 2）（注 4）、原則 6（注 1～4）は、当社の取引形態上または投資リス

クのある金融商品・サービスの取扱いがないため本方針の対象としておりません。 

※原則の詳細については金融庁のホームページをご確認ください。 
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 当社は、お客さまの声対応方針のもと「お客さまの声」を全役職員が真摯に受け止め、迅速・適切な

対応を行うとともに、お客さまの立場に立った業務改善を実施して、お客さま満足の向上と業務品質およ

び経営品質の向上に努めてまいります。                                      

 

◆実施している主な取組内容 

１．お客さまの声を受けとめる仕組み 

・ 全役職員を「お客さまの声」受付および対応担当者とし、お客さまからお寄せいただいた内容を主

管部署である、お客さま相談センターへ速やかに報告し情報を一元管理しています。 

・ その後、お寄せいただいた「お客さまの声」について、全役職員へ情報の共有化を図り、各部署で事

例研究として活用し、お客さまサービスの向上に努めています。 

 

 

 

方針１．お客さまの声を経営に活かしていくための取り組み 
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２．お客さまの声にお応えするための取り組み 

（１） お寄せいただいた「お客さまの声」について、担当部署において原因分析を行い、それに基づく再

発防止策の全社展開を行い、積極的に業務改善、業務品質の向上を図っています。 

（２） また、経営品質向上委員会を設置し、再発防止策、業務改善策について、お客さま第一の

取り組みを審議・検討することにより、経営品質向上に努めています。 

（３）自動車保険、火災保険をご契約いただいたお客さまを対象に「お客さま満足度に関するアンケー

ト」を web で実施し、お客さまよりご回答いただいた内容や貴重なご意見ご要望について、関連

部署へ連携し、各種施策への反映に努めています。 

 

●お客さまの声受付状況 

申出内容別 2022 年度 2023 年度 2024 年度 前年度比 

契約・募集行為（ご契約手続きに関するもの） 48 件 50 件 41 件 82.0％ 

契約の管理・保全・集金（ご契約の管理に関するもの） 68 件 46 件 38 件 82.6％ 

保険金（保険金支払いに関するもの） 65 件 61 件 24 件 39.3％ 

個人情報 １件 １件 3 件 300.0％ 

その他 42 件 14 件 11 件 78.6％ 

合計 224 件 172 件 117 件 68.0％ 

 

●2024 年度のお客さまの声受付状況 
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●お客さまアンケートの実施 

保険契約時の業務品質、商品・各種サービス、契約手続時の満足度の向上に向け、自動車保険お

よび火災保険をご契約いただいたお客さまにアンケートを実施しています。 

①回答率                                          ②大同火災に対する総合満足度 

 郵送件数 回答件数 回答率 

2022 年度 152,670 件 1,751 件 1.15％ 

2023 年度 169,145 件 1,656 件 0.98％ 

2024 年度 207,701 件 2,056 件 0.99％ 

 

2024 年度の当社に対する総合満足度は、98.7％の

お客さまから「満足・やや満足」という評価をいただきまし

た。一方で、1.3％のお客さまにはご満足いただけない

結果となりました。また自由記述欄へいただいたご意見

ご要望につきましては、真摯に受け止め関連部署へ連

携し、当社サービス、商品等への反映を検討し、業務

品質の向上に努めます。 

 

 

③代理店に対する総合満足度（2024 年度）  

 2024 年度の代理店に対する総合満足度は、 

98.1％のお客さまから「満足・やや満足」と 

いう評価をいただきました。              

 

 

 

 

 

④代理店の推奨度（2024 年度） 

2024 年度の代理店の推奨度は、97.1％の 

お客さまから「紹介したい・どちらかとい 

えば紹介したい」という評価をいただきました。 
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●事故対応サービスに関するお客さまアンケート結果 

①返信率の推移                                  ②事故対応満足度 

 郵送件数 返信件数 返信率 

2022 年度 17,494 件 1,263 件 7.2％ 

2023 年度 21,720 件 1,974 件 9.1% 

2024 年度 18,087 件 1,321 件 7.3% 

 

2024 年度の事故対応満足度結果においては、約

93.3％のお客さまから「満足・やや満足」という評価

をいただきました。一方で、3.7％のお客さまには満

足いただけない結果となりました。当社は、これから

もお客さまからの評価・ご意見を真摯に受け止め改

善を図ってまいります。 
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３．お客さまの声に基づく改善事例の公表 

お客さまの声に基づく改善事例として、商品やサービス等に関して「『お客さまの声』から改善した事

例」を、当社ホームページやディスクロージャー誌等で公表しています。 

 

●お客さまの声に関する改善事例 

お客さまの声 改善結果 

パンフレットへ「保険期間は原則 1 年で

すが、1 年を超える長期契約（5 年ま

で）や１年未満の短期契約も可能で

す」と記載されているのに、見積もりの際

には、建物オーナーが契約する共同住

宅（アパート）の保険期間は 3 年まで

と言われました。 

パンフレットにはただし書きもないので、

書かれた内容では、最長の 5 年契約が

できると思ってしまいます。 

契約の対象となる建物の立地や種類により、引受条件が設定されるケース

がありますが、パンフレットにそのような記載がなく、お客さまへ困惑させてしま

いました。 

2024 年 10 月 1 日保険始期契約のパンフレットより、保険期間に関して

は、ご契約の条件によって異なる旨注意書きを追加いたしました。 

「火災保険満期のお知らせと更新のご

案内」はがきに記載されている建物評

価額と、代理店より提示された見積書

の評価額が違っているので困惑した。 

※代理店を経由して受け付けられたご

意見です。 

これまで「火災保険満期のお知らせと更新のご案内」はがきは、 

一定の条件を満たす場合には前契約の保険金額が記載されていました。 

2024 年 10 月 1 日保険始期契約より、保険金額設定の適正化の観点

から、簡易評価により再計算した建物評価額を満期はがきへ記載する方

法へと変更しました。 

日常で活用できる、お困りごとの Q&A

やハンドブックのようなツールがあれば便

利だと思います。 

※お客さま満足度に関するアンケートへ

寄せられたご要望です。 

2024 年 12 月に、楽しく防災・減災の知識を学び、「もしものとき」に備え

る力を身につけてもらうことを目的として「おきなわ版 災害への備えハンドブッ

ク（永久保存版）」をリリース致しました。クイズや動画などの親しみやすい

コンテンツを通じて、災害時に必要な備えや対策、災害発生時の行動をわ

かりやすく伝える内容となっております。 

保険証券の封筒が届いたが、コンビニ

払の払込票が入っていない。コンビニ払

で契約しているため、支払するための書

類が証券と一緒に届くと思っていた。契

約者でもわかりやすいように証券へ記載

してほしい。 

※代理店を経由して受け付けられたご

意見です。 

払込方法が「コンビニ払」の際の払込取扱票について、証券とは別で郵送さ

れることが証券に表示されていなかったため、別途送付される旨表示対応を

行いました。 

クレジットカードの変更をネットで手続き 2025 年 1 月より、自動車（ＤＡＹ-ＧＯ！）にご加入のお客さまで、利
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できるようにしてほしい。 

住所の変更手続きがネットでもできるよ

うにしてほしい。 

※お客さま満足度に関するアンケートへ

寄せられたご要望です。 

用可能な条件を満たしたご契約につきまして、一部お手続きができるように

なりました。 

現在マイページ上でお手続きできる内容は、①クレジットカードの登録、変

更②契約者住所変更③年齢条件変更④運転者の範囲の変更となり、

今後更に拡充していく予定です。 
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当社は、お客さまのニーズに対応した商品・サービスを提供するため、以下の取り組みに努めてまいりま

す。                                      

 

◆実施している主な取組内容 

１．お客さまのニーズに対応した商品の開発 

・ お客さまのニーズや社会・経済環境の変化を的確に把握するとともに、お客さまに対して適正・適切

な対応を図ることができる商品品質の確保および、お客さまの視点に立ったわかりやすい内容となる

よう留意し、商品を開発しています。 

●2024（令和 6）年 10 月に火災保険の商品・制度改定を実施しました。 

・お客さまからの要望を基に、補償の充実および利便性の向上を目的として、以下の改定を行いまし

た。 

①罹災時諸費用補償特約（補償危険限定型）の新設 

②日常生活賠償責任保険特約の補償範囲拡大 

●2025（令和 7）年 1 月に業務災害補償保険の商品・制度改定を実施しました。 

・福利厚生の充実化のニーズ拡大や訴訟リスクの高まり等を踏まえ、補償の充実および利便性の

向上を目的として、以下の改定を行いました。 

①疾病入院補償保険金支払特約の新設 

②従業員フルタイム補償特約の新設 

③法律相談費用補償特約の新設 

④雇用慣行賠償責任補償特約の改定 

⑤初回保険料キャッシュレス払（始期翌月払）の導入 

●2025（令和 7）年１月に自動車保険の商品・制度改定を実施しました。 

・お客さまからの要望を基に補償の充実を目的として、人身傷害乗用具事故補償特約の新設を行

いました。 

●上記の他、以下のとおり、沖縄に根差した損害保険会社として、沖縄のお客さま特有のニーズに柔

軟に対応した商品の開発についても取り組んでいます。 

「One Two Support 訪日旅行保険」の販売【2019 年 1 月】 

①導入経緯 

近年の沖縄県における外国人旅行者は年々増加する一方で、外国人旅行者が日本滞在中に

被ったケガ・病気の際の言語対応や医療費支払いを含めた医療対応等の受入環境整備が喫

緊の課題となっております。弊社では前述の課題解決への取り組みとして沖縄ツーリスト株式会

社と共同で、レンタカーを借受けする訪日外国人を同乗者も含めて包括的に補償する「One 

方針２．お客さまのニーズに対応した商品・サービスの提供 
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Two Support 訪日旅行保険（海外旅行保険）」を開発しております。 

②商品の概要 

・訪日観光客の日本国内における傷害や疾病の治療費用補償 

・治療費のキャッシュレス（当社提携病院に限る） 

・電話による医療通訳 

・緊急移送・遺体搬送手配 

 

２．商品販売後の検証 

・ 当社では、新商品の開発や既存商品の改廃に際して、「お客さまの意見・要望」や「募集の適正

性」、「販売実績の状況」等の複数視点に基づくフォローアップ計画を策定し、一定期間後に計画

に基づくフォローアップを実施して関連委員会へ報告するとともに、問題点が判明した場合にはその

対応を協議し必要な措置を講ずる体制を構築しています。 

・ フォローアップ等をとおしてお客さまのニーズを把握し、新商品の開発や商品改定に繋げています。 

 

３．事故防止・軽減に向けたサービスの提供 

    事故防止・軽減に向けたサービスの提供は、ＳＤＧｓの達成に貢献する取り組みとなります。 

     

ご契約者をはじめとした企業・団体、官公庁、学校などへそれぞれのご意向・ニーズに即した交通安

全講習や台風被害軽減のための風水災リスク診断を実施し、沖縄県の交通事故の削減、台風被

害の防災・減災に向けた啓発活動に取り組んでいます。 

（※）交通安全に関する取り組みや台風リスク診断等風水災リスク軽減に向けた取り組みおよび損

害賠償、労働者災害等企業向けの総合的なリスク防止に向けたアドバイスを行う専門知識を

有する担当者のことを指します。詳細は以下（１）をご参照。 

 

（１）事故防止軽減（以下、「ロスプリベンション」という。）講習会の実施状況 

・ 企業、団体のお客さま向けロスプリベンション講習会実施回数を指標としました。 

 2024 年度の実施回数は昨年より 38 件増加しました。 

●対象先別ロスプリベンション講習会実施状況 
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※上記、交通安全アドバイザーによる自動車関連の講習会開催回数。回数は延べ回数。 

※資料「2024 年度 ロスプリ講習実績表」より。 

※火災、新種・賠償保険関連の講習会については、2024 年度に 4 回実施しました。 

 

●2024 年度ロスプリベンション講習会受講者数 18,484 名 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自然災害リスク診断実施状況 

・ 保険の対象となる物件等の危険度を調査し、ご契約者に対して「リスク軽減・防災」に関するア

ドバイス（以下「リスクサーベイ」という。）を行っています。特に台風による事故発生頻度が高い

物件やホテルや大型商業施設等の高額な保険金額を設定するような物件を中心に調査を行っ

ていますが、お客さまや代理店から要望をお受けした物件についても調査を行います。 

 

●リスクサーベイ実施件数 
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（３）『DAY-GO!なび（交通事故防止&かぞく見守りアプリ）』 

・2021 年 4 月より、交通事故の防止と安全運転の促進を目的として、ス

マートフォン向けアプリ「DAY-GO!なび」を通じた情報提供・啓発活動を行

っています。本アプリは、安全運転診断機能やドライブレコーダー機能、家

族の安全運転見守り機能を搭載しており、日常の運転をとおして自然と交

通安全意識を高めることができます。 

また、応急手当の事前学習を学び備えることで、負傷者の救命率向上に資することを目的として、

那覇市消防局とタイアップのうえ「応急手当事前学習機能」と「応急手当サポートナビ機能」のコン

テンツもご用意しています。 

今後も機能充実を図るなどして、県内の事故削減に向けた支援を継続してまいります。 

 

（４）各種イベントへの参加および企画・実施・参加による啓発活動状況 

・当社と沖縄県の包括連携協定にかかる取り組みの一環として、沖縄県警察および公益財団法

人沖縄県交通安全協会連合会との三者タイアップにより自転車交通安全チラシおよび啓発動画

を作成し、各警察署等へ配布のうえ各種イベントや交通安全教育の場をとおして自転車のヘルメ

ット着用義務化や自転車事故の防止を呼び掛けました。 

・昨年度に引き続き「交通安全」「防災」「防犯」「健康」の各分野における沖縄県の現状を客観的

データなどから確認できる「この島のあんしん・あんぜん白書（2024 年度版）」を作成し、当社ホ

ームページ上で公表しています。 

・那覇市内の登下校に不慣れな新小学１年生の交通安全支援および交通安全推進活動に寄

与することを目的として、株式会社旭堂と共同で那覇市へランドセルカバーを 3,500 枚寄贈しま

した。本取り組みは 2006 年から継続して実施し今回で 20 回目の節目を迎えるにあたり、長年

継続してきた大切な取り組みだからこそ今般のニーズにマッチしているのか確認する観点はもとより、

受け取った保護者・小学１年生の皆さんに喜んでもらいたいとの想いを込めて保護者・先生方へ

のアンケートも添えて寄贈しました。回答いただいた内容は貴重なご意見として承り今後の取り組

みに活かしていきます。 

・住宅情報紙（県内２紙）に台風対策や地震への備えに関する特集記事を掲載し、台風襲来

前の対策、火災保険や地震保険加入時における注意点、その他情報提供を行い、台風や地震

被害の防止・軽減を呼びかけました。（2024 年７～８月発刊） 

・那覇市消防局との連携協定締結（2022 年 2 月 1 日）に係る取組みとして、同局とのタイアップ

企画となる那覇市民向け防災・減災教室「夏休み！親子防災・減災体験教室」を開催しました。 

当日は、同局高度救助隊による災害救助活動に関するクイズや、当社社員による損害保険に関

するクイズの出題をはじめ、消防車両・防災備蓄倉庫の見学、ハイパーミストブロワー車による強風

体験など、親子で楽しみながら防災を学べる多彩なプログラムを実施しました。 

今後も那覇市消防局との連携をはじめとする防災啓発活動を通じて、あんしん・あんぜんな沖縄県

の実現に貢献してまいります。 
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4．お客さまの利便性向上に向けた取り組み 

（１）Web証券の導入 

    Web証券の導入は、ＳＤＧｓの達成に貢献する取り組みとなります。 

  

・お客さまの利便性向上および紙媒体削減による地球環境保全・コスト削減を目的   

に、マイページ（個人のお客さま専用ページ）機能を活用した「Web証券」を火災  

保険（2021年1月1日以降保険始期契約より）および自動車保険（2021年  

4月1日以降保険始期契約より）に導入しております。（2020年10月12日） 

   ＊当社では、「お客さまと一体となって地球環境について考えていくとともに、沖縄の  

美しい自然環境を将来の世代に残していくこと」をコンセプトに、地球環境保全のためのエコプロジ 

ェクトとして『島エコプロジェクト~LOVE OKINAWA ECO PROJECT~』を実施しております。 

 

（２）スマホ決済サービスの導入 

2020年10月より開始しました「保険料スマホ決済サービス」

を導入しました。現金不要！その場で決済完了！多様な決

済方法！お客さまのニーズにあわせてご選択いただけます。 

 

（３）ゴルファー保険（傷害総合保険）を対象に EC サイトによる保険販売を導入 

2022 年 11 月よりデジタルネイティブ世代（若年層）の取り込みや、様々な顧   

客ニーズに対応できる新たな募集形態として EC サイトを構築し、ゴルファー保険の 

販売を開始しました。 

保険加入にあたっては、パソコン・タブレット・スマートフォンから募集チラシの QR コー 

ドなどを経由することでインターネット上でのご契約が可能です。 

 

（４）自動車保険 Web お見積りサービスの導入 

2022 年 11 月よりお客さまがインターネット上で自動車保険料を試算し、試算結果をメールにて代

理店へ連携・契約相談が可能となる自動車保険 Web お見積りサービスを導入しました。 

 

（５）請求書発行サービスの導入 

キャッシュレス推進の一環として「請求書発行サービス」を導入しました。本サービスは自賠責保険を

除くすべての保険種目のご契約、および契約内容変更等においてキャッシュレスによる手続き※が可

能となりました。 

※銀行振込・コンビニ払・スマホ決済の支払チャネルから選択いただきます。（2023 年 5 月） 

 

（6）マイページ（個人のお客さま専用ページ）リニューアル 
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これまでのマイページで課題であった画面遷移時のレスポンスの改善、お客さまにとってより直感的で 

使いやすく、視認性向上を目指したデザイン刷新、個人情報保護の強化に向けた対応等を目的と

してマイページのリニューアルを行いました（2023 年 6 月）。 

 

（7）自動車団体扱契約試算サイトの導入 

自動車保険団体扱によるご契約専用の保険料試算サイトを導入しました。本サイトのお客さまは、

パソコン・タブレット・スマートフォンから代理店コードと団体コードにて作成された固有の URL または QR

コードから、試算サイトへアクセスし、ご自身が所属する団体（勤務先）の条件にて保険料試算が可

能です。（2024 年 1 月） 

 

（8）当社公式 LINE からの「マイページ」への自動ログインの導入 

お客さまの更なる利便性向上を目的としてマイページの機能を拡充しました。マイページで契約内

容変更手続きが可能となっただけでなく、お客さまの LINE と連携することでパスワード入力なしにログ

インが可能です。また、保険契約に関する重要な情報がお客さまの LINE に届くようになりました。

（2025 年 1 月） 
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当社は、保険の募集に際し、お客さまに保険契約について重要な事項を説明し、お客さまのご意向・

ニーズに合致した保険を提供できるよう努めてまいります。 

 

◆実施している主な取組内容 

１．わかりやすい説明に向けた取り組み 

（１）パンフレット等の改善 

   ・ パンフレットやご契約のしおり等の各種商品説明ツールについて、ご高齢の方でも読みやすいよう

ユニバーサルデザイン（色・フォント）を用いたツールへの見直しを随時進めています。 

   ・ 主要商品（DAY-GO!、DAY-PRO!）のパンフレットやご契約のしおりのデザインを統一すること

で、お客さまが補償内容を視覚的に把握できるようにし、必要な商品を選びやすくしています。 

・ 各種商品説明ツールの作成にあたっては、内容等について「募集文書等内容評価表」に基づく

チェックや複数部署間でのチェックを行い、お客さまに商品の内容をわかりやすく説明するツールと

なっているかの確認体制を構築しています。 

 

（２）保険募集に関する基本ルール（意向把握・確認等）の徹底 

  保険募集に際し、次のような流れでお客さまの意向把握・確認、重要事項の説明等を行い適正な

契約手続きに努めます。 

  ①募集人の権限等に関する説明 

   保険募集を行う際はあらかじめ、募集人の権限等（所属保険会社の商号、名称または氏名など）

に関して説明します。 

 

  ②意向把握、商品の選定、商品説明および重要事項説明 

お客さまの抱えるリスクや主な意向・情報を把握し、適切な保険商品を選定・提

案いたします。 「個別プランの提案に必要となる主な意向・情報」以外の事項は、

これ以降の募集プロセスで把握することも可能です。 

乗合代理店においては、複数の保険会社の商品から、特定の保険会社の商品

を選別してお客お客さまに提案する場合、その推奨理由等を説明します。 

乗合代理店において、複数の保険会社の商品を提案する場合は、提案する全

ての商品の比較事項を偏りなく説明します。  

主な意向・情報に基づいて提案した商品がお客さまの意向とどのように対応して

いるか、わかりやりやすく説明します。 

 

方針３．保険募集におけるお客さまへの適切な商品・サービスの提供 

意向把握 

比較説明 

商品説明 

告知受領 
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「重要事項説明書」等を用いて、提案した商品の「契約概要」「注意喚起情報」

等を説明いたします。また、お客さまが既に加入している他ほかの保険契約に同 

種の特約が付帯されていないか、確認します。 

 

 

③契約締結（告知受領・意向確認） 

告知事項に該当する項目の内容および告知の重要性をお客さまに説明のうえ、

お客さまから正しい告知を受領します。 

申し込もうとする内容が、これまでに把握したお客さまの意向に沿っているか、確

認します。 

お客さまから、申込書の所定の欄に署名または記名・捺印いただきます。 

 

 

④保険料の領収・申込書写等の交付 

    弊社の定める募集形態に応じた方法により、保険料を領収し、申込書写等をお客さまに交付しま

す。 

 

 

（３）高齢のお客さま、障がいのあるお客さまへの保険募集時の配慮 

①高齢のお客さまには、商品・サービス等をわかり易くご理解いただけるように、理解度や判断力を

確認するなどの保険募集方法をマニュアル等に具体的に定め、適切に対応するように努めており

ます。 

   （高齢のお客さまへの対応例） 

・加入目的や想定されるリスク等について、お客さまが理解しやすい言葉で質問し、お客さまの

意向を正確に把握・確認する。 

・商品内容について、お客さまの理解度や判断力等を確認しながら、わかりやすい言葉で丁寧

に説明する。お客さまの理解が不十分と思われる場合は繰り返し説明し、特に不利益事項、

例えば既往症について一定期間補償されないケースなどは、十分に説明を行う。  

・お客さまの希望や必要に応じ、お客さまの親族等を交えて十分に説明したうえで意思確認を

行う。また、適宜、弊社が定める代理人規定などを活用する。 

 

②障がいのあるお客さまには「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律の改正（改正

障害者差別解消法）」を踏まえ、例えば、文字が読めないという場合は保険募集人が代読する

等、障がいの程度に応じた合理的配慮ができるよう、各種マニュアル等に具体的に定め、適切に

対応するように努めております。 

 

重要事項説明 

意向確認 

契約締結 

告知受領 
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（障がいのあるお客さまへの対応例） 

状態 具体例 

肢体不自由等の障がいを有する

お客さまの場合 

程度に応じて、書類の受け渡しや記入時のサポートを行う

等の対応を行う。 

視覚障がいを有するお客さまで、

募集ツール（パンフレット等）の文

字が読めない、あるいは読みにくい

という場合 

募集人が代読する、募集ルーツを拡大コピーして提供する

等の対応を行う。 

聴覚に障がいを有するお客さまの

場合 

必要に応じて筆談やコミュニケーションボード（タブレット端

末等含む）、電話リレーサービス※の利用を行いながら手

続きを進める等の対応を行う。 

※「聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律」が2020年12月に施行され、2021年

7月1日から公共インフラとして提供されているサービス 

 

２．ご契約後もご安心していただくための取り組み 

（１）お客さまにご契約の更新を十分にご検討いただき、更新漏れを防止するための取り組み 

     「満期のお知らせと更新のご案内」に「重要事項説明書」を同封のうえ事前にお客さまへご案内す

ることにより、お客さまが十分更新内容をご検討できるようサポートすることで更新漏れを防止するよ

う取り組んでいます。（自動車保険） 
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 当社は、事故や災害等に遭われたお客さまに対して、安心をお届けし、信頼に応えることができるように、

損害サービスの向上に努めてまいります。 

 

◆実施している主な取組内容 

１．事故や災害等に遭われたお客さまの立場に寄り添った親身誠実な対応  

（１）お客さまへ保険金支払に必要な情報を的確に確認するとともに、お客さまの不安が解消されるよ

う親身になってアドバイスを行っています。 

 

（２）お客さまの契約内容に応じて、ご請求可能な保険金を適切に案内し、ご請求手続きについてわ

かりやすく説明しています。 

 

（３）お客さまへご要望等を確認し、ご連絡から解決に向けての対応状況や請求手続きの状況につい

て適切に報告を行いお客さまの不安解消に努めています。 

 

（４）お電話で連絡がとれなかったお客さまへ、いただいた携帯電話番号を宛先として短いメッセージを

送信する SMS（ショートメッセージサービス）の取り扱いを展開しています。 

 

（５）台風などの自然災害が発生した場合、損害サービス部門外からの業務支援や業務委託会社と

の連携により保険金支払部門の増員、損害調査態勢を強化し、お客さまへの迅速な保険金のお

支払いに努めています。 

 

（6）耳や言葉の不自由なお客さまがＦＡＸやメールにより自動車保険に関する事故のご連絡をいた

だけるよう「事故受付票」をご用意いたしました。 

 

（7）通訳を必要とする外国人が、電話通訳を介して円滑にコミュニケーションを図ることができる「三者

間通訳サービス」を導入いたしました。 

（8）ゆいゆいサポートでレッカー搬送時にトラブル場所からキャッシュレスでタクシーを利用できるサービス

を導入いたしました。 

 

（9）おケガとお車の損害に対して一元的なサービスをご提供できるよう組織体制の見直しを行っていま

す。 

（10）火災・新種領域の専門性向上や大規模自然災害に対する対応強化を図ること等を目的とし

方針４．保険金のお支払業務(損害サービス)の品質向上 
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て、火災・新種保険専門のサービスセンターを新設しています。 

 

２．事故や災害等に遭われたお客さまへの適時適切な保険金のお支払い 

（１）ご契約内容と事故内容等に基づいた保険金支払額についてわかりやすく説明し、保険金をお支

払いしています。 

 

（２）保険金のお支払いができない場合には、その理由についてわかりやすく説明しています。 

 

（３）当社が保険金のお支払いができないと判断した場合、当社の判断に対してお客さまからの不服

のお申し出を受ける制度（不服申立制度）を設けました。不服のお申し出がある場合は、不服申

立制度をご利用いただけることを説明しています。 

 

（４）保険金のお支払内容に対して、お客さまよりご了承いただけない場合は、各種相談機関（そん

ぽ ADR センター、自賠責保険・共済紛争処理機構、交通事故紛争処理センター等）がご利用

いただけることを説明しています。 

 

３．支払管理態勢の整備・充実に向けた取り組み  

（１）適切に保険金支払が行われているか社内で事後モニタリングを行っています。 

 

（２）保険金支払漏れ等の対応については、支払済み事案の点検業務担当者を配置しチェック体制

の強化を図るとともに、点検結果を定期的に役員会へ報告するなど、支払管理態勢の強化に努め

ています。 

 

（３）各種モニタリングをとおして、運営方針に基づいた事故対応サービスが提供できるように、業務改 

善に努めています。 

 

（4）保険金の不適切な不払い事案の検証を行うため保険金支払い審査会を創設(2021 年 9 月)

し、2022 年度より運用を開始しています。 

2024 年度においては対象となる案件はございませんでした。 
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 当社が行う取引において、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反管理体制を整

備し、利益相反のおそれのある取引の適切な管理に努めてまいります。 

 

【利益相反管理方針】 

１．目的 

・ 本方針は､当社が行なう取引において、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相

反管理体制を整備し、利益相反のおそれのある取引を適切に管理することを目的としています。 

 

２．利益相反取引の定義 

・ 本方針の対象となる利益相反取引（以下「対象取引」といいます）とは、以下の取引をいいます。 

（１）お客さまと当社の利害が対立または当社のお客さま間での利害が対立し､お客さまの利益が不

当に害されるおそれのある取引 

 

（２）お客さまと当社が競合または当社のお客さま間で競合し､お客さまの利益が不当に害されるおそ

れのある取引 

 

（３）当社がお客さまより取得した情報を不適切に利用し､お客さまの利益が不当に害されるおそれの

ある取引 

 

３．対象取引の特定 

・ 当社は､対象取引の個別事情を検討のうえ､利益相反のおそれのある取引に該当するか否かを 

特定しています｡ 

 

４．対象取引の管理方法 

・ 当社は､以下に掲げる方法により､または以下の方法を組み合わせること等により､適切に対象取

引を管理しています｡ 

（１）対象取引を行なう部門と当該取引に係るお客さまとの取引を行なう部門を分離する方法 

 

（２）対象取引または当該お客さまとの取引の条件または取引の方法を変更する方法 

 

（３）対象取引または当該取引に係るお客さまとの取引を中止する方法 

 

方針５．利益相反の適切な管理 
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（４）対象取引に伴い､当該取引に係るお客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて､

当該お客さまに適切に開示および同意を取得する方法 

 

５．利益相反管理体制 

・ 当社は業務品質部を利益相反管理統括部署とし､業務品質部担当役員を利益相反管理責任

者としています｡利益相反管理統括部署は他の部門から独立し､本方針に沿って､利益相反のお

それのある取引の特定および利益相反のおそれのある取引の管理を適切に実施しています｡また､

役職員に対し本方針に基づいた研修を実施し､利益相反のおそれのある取引の管理について周知

徹底しています｡ 

 

◇2024 年度においても管理態勢の適切性について検証し、問題がないことを確認しました。 
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 当社は代理店や社員がお客さま視点による業務運営を実現し、沖縄に根差した損害保険会社として

“日本一あんしん・あんぜんな沖縄県”の実現に貢献するため、本方針の定着に向けて取り組んでまいり

ます。 

 

◆実施している主な取組内容 

１．お客さま本位の業務運営の定着に向けた取り組み（社員） 

（１）お客さまサービスにおける「品質基準方針」を定め、この「品質基準」を満たしたサービスをお客さま

にご提供し続けることにより、“お客さま視点”による業務品質の向上を目指しています。 

 

（２）社員の人事評価の行動（コンピテンシー）評価に「お客さまの立場に立った行動をしているか」を

定め、社員が積極的にお客さま本位の業務運営に取り組む仕組みとしています。  

 

（３）リスクコンサルティング・アドバイザー認定制度の推進や、ファイナンシャルプランナー（ＦＰ）資格、

IT パスポート等の各種資格・講座の取得・受講を義務づけ、お客さまのニーズにあったサービスが提

供し続けられるよう専門性の向上に努めています。 

 

（４）2017 年度より高度な知識やスキルの習得に向けた人財育成の一環として、資格試験の取得

を通した社員の能力開発を支援することを目的に「資格取得奨励金」を制度として設け、更なる専

門性の向上に向けた取り組みを推進しています。対象資格の大幅な拡充（2024 年 10 月実

施）、対象者の追加（2025 年 3 月実施）など、本制度の対象となる資格を定期的に見直すこ

とで、より実効性の高い制度になるよう取り組んでおります。 

 

●「資格取得奨励金制度」による主な資格と取得者数（累計） 

 2022年度 2023年度 2024年度 

ファイナンシャルプランナー（FP）2級 64名 71名 74名 

ITパスポート※ - 33名 69名 

防災士 38名 38名 39名 

中小企業診断士 1名 1名 1名 

     ※2023年度より、必修資格として資格奨励金へ追加しております。なお、2022年度以前に取得して

いる者についても、2023年度よりカウントしております。 

 

 

方針６．お客さま本位の業務運営の浸透に向けた取り組み 
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２．お客さま本位の業務運営の定着に向けた取り組み（代理店） 

（１）当社では地域から信頼され、お客さまニーズの的確な把握による質の高いサービスを提供できる

代理店を育成するために、資格取得に必要な所定のカリキュラムによる教育や商品知識、販売知

識、事務処理、事故処理等の業務知識や防災・法律・税務関係等の周辺知識を身につけるため

の幅広い教育を実施し、お客さまサービスの充実を図っています。 

また、一般社団法人日本損害保険協会が運営する「損害保険募集人一般試験」制度に参加

しており、損害保険募集人が５年ごとの更新試験を受験・合格することによって最新の業務知識の

習得または業務能力を検証できる仕組みとしています。 

 

（２）損保代理店の最高位の資格である、損害保険大学課程コンサルティングコースの資格保有者

は 117 名です（2025 年 3 月末現在、自社代申のみ）。当社代理店の募集人が、実践的な

知識・業務スキルの更なるステップアップを目指せるよう、受講推進を行っています。 

 

（３）お客さまへ質の高いサービスを提供できるよう募集活動において遵守すべきことを体系的に整理し、

わかりやすく解説した各種マニュアル等を定め、当社代理店が適正な保険募集活動を主体的に管

理・改善を行えるよう取り組んでいます。 

 

（４）代理店がより充実したサービスをお客さまに提供できるよう、個人資格者数、代理店の実績、お

客さま対応能力などにより、当社独自の代理店格付制度（業務ランク制度）を実施し、代理店

の資質の維持・向上を図っています。 

 

（５）当社では、代理店の品質向上に関する各種取り組みが代理店の手数料に適切に反映されるよ

う運営しており、代理店のお客さま本位の業務運営に向けた取り組みを後押ししています。 

 

以上 


